
京都府自転車安全利用促進計画の一部変更 新旧対照表

現行 改正案

目 次 目 次
(略) (略)
第２章 自転車の安全な利用促進のための施策の方向性 第２章 自転車の安全な利用促進のための施策の方向性
(略) (略)
３ 施策展開の視点・方向性 ３ 施策展開の視点・方向性
(略) (略)
(3) 自転車事故に備えた保険の加入促進等 (3) 自転車事故に備えた保険の加入促進等
ア 損害賠償責任保険への加入促進等 ア 自転車損害保険等への加入促進等
イ ヘルメットの着用促進 イ ヘルメットの着用促進

(略) (略)
第３章 自転車事故に備えた保険の加入 第３章 自転車事故に備えた保険の加入
(略) (略)
３ 自転車事故に備えた保険の加入促進等 ３ 自転車事故に備えた保険の加入促進等
(1) 損害賠償責任保険への加入促進等 (1) 自転車損害保険等への加入促進等

(略) (略)

第２章 自転車の安全な利用促進のための施策の方向性 第２章 自転車の安全な利用促進のための施策の方向性
３ 施策展開の視点・方向性 ３ 施策展開の視点・方向性
(3) 自転車事故に備えた保険の加入促進等 (3) 自転車事故に備えた保険の加入促進等
ア 損害賠償責任保険への加入促進等 ア 自転車損害保険等への加入促進等

自転車の点検整備の励行や安全な自転車の普及促進により事 平成29年７月の「自転車の安全な利用の促進に関する条例」
故の抑止に努めるとともに、自転車事故被害者に対する適正な の一部改正において、自転車事故に係る被害者の救済と加害者
補償を確保するため、高額賠償の実態に関する広報啓発等を通 の経済的負担の軽減を図るため、自転車利用者、保護者、事業
じ、万が一の事故に備えた損害賠償責任保険への加入促進を図 者及び自転車貸出業者に対して保険等への加入を義務化すると
ることが必要である。 ともに、自転車小売業者、事業者、学校等に対して保険等への

加入確認や情報提供を努力義務としたところであり、これらの
内容について周知・徹底を図ることが必要である。



第３章 施策の具体的な推進 第３章 施策の具体的な推進
３ 自転車事故に備えた保険の加入促進等 ３ 自転車事故に備えた保険の加入促進等

自転車の安全利用においては、誰もが自転車事故の加害者となり、 自転車の安全利用においては、誰もが自転車事故の加害者となり、
また被害者となることを十分踏まえ、事故発生時における被害者の また被害者となることを十分踏まえ、事故発生時における被害者の
救済のための保険加入のほか、自転車事故の未然防止のための点検 救済のための保険加入のほか、自転車事故の未然防止のための点検
整備、安全な自転車の普及、被害軽減のためのヘルメットの着用、 整備、安全な自転車の普及、被害軽減のためのヘルメットの着用、
自転車側面への反射材の活用等の取組を積極的に進める。 自転車側面への反射材の活用等の取組を積極的に進める。
(1) 損害賠償責任保険への加入促進 (1) 自転車損害保険等への加入促進

○自転車事故の実態及び保険加入の必要性についての広報、啓 ○府民だより、ポスター、リーフレット、SNS等を活用した保険
発 等への加入義務化の周知・徹底

○保険事業者と連携した損害賠償責任保険の普及啓発 ○各業界団体、市町村、教育委員会等に対するポスター、リー
○自転車の販売・修理、点検整備などの機会を通じた自転車販 フレットの配布、説明会の開催等を通じた努力義務の周知・
売事業者によるＴＳマーク付帯保険の加入促進 徹底

○保険等への加入の相談や問合せに対応するための窓口の設置
○保険事業者と連携した保険等に関する情報の提供等による保
険等の契約締結の促進

○行政、保険事業者、事業者、学校関係者等で構成する「自転
車利用者の損害賠償責任保険等加入促進連絡会議」において、
保険等への加入状況や努力義務とされた自転車小売業者等に
よる保険等への加入確認等の実施状況を毎年把握し、進捗状
況を点検

自転車利用者の損害賠償責任保険等の加入率＝平成32年まで 自転車利用者等の自転車損害保険等への加入率＝平成32年ま
に80％ でに90％

※加入義務化により加入率100％を目指していくが、本計
画期間内においては、90％を目標とする。


